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①令和7年度労働保険の年度更新期間について
②令和7年度「業務改善助成金」のご案内
③その他「賃上げ」支援助成金のご案内

発信者 雇用環境・均等室
〇群馬労働局の取組をトピックスで紹介します。お役立ち情報を載せていますので、ぜひ貴法人・機関、会員の
皆様にもご活用いただけるようお願いいたします。この情報は群馬労働局HP（新着情報）にも掲載しています。

〇ご不明な点は、雇用環境・均等室までお問い合わせください。（027-896-4739）

雇用環境・均等室

① 令和７年度労働保険の年度更新期間について

※労働保険年度更新の詳細は、こちら→

※年度更新申告書は、群馬労働局労働保険徴収室・管轄の労働基準監督署
へ郵送または「電子申請」でも受け付けています。



〇労災保険率は、令和6年から変更ありません。

〇雇用保険料率については、

１．失業等給付等の保険料率は、労働者負担、事業主負担とも5.5/1000に変更
となります。（農林水産・清酒製造の事業及び建設の事業は6.5/1000に変更
となります。）

２．雇用保険二事業の保険料率（事業主のみ負担）は、昨年と同様となります。

年度更新申告は「電子政府の総合窓口（e-Gov)」から手続きを行う事ができ
ます。ご自宅やオフィスのパソコンで２４時間申告・納付が可能ですのでご活
用ください。
詳しくは、事業主あて5月末までに到着予定の年度更新申告書の封筒に「労働
保険 年度更新申告書の書き方」を同封しましたので、ご確認ください。

※電子申請の詳細は、こちら

※「労災保険率」、「労務費率」及び「第2種特別加入保険料率」の詳細

※「雇用保険料率」の詳細

各種保険率について

電子申請
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年度更新申告書の作成方法のお問い合わせ先

１．年度更新に係るコールセンター

（電話番号）０１２０－２５６－３７６（フリーダイヤル）
（受付期間）令和７年５月29日（木）～７月１８日（金）
（受付時間）平日 9時～17時（土・日・祝日を除く）

２．厚生労働省HP内に下記コンテンツがございますのでご活用ください。

①年度更新申告書の書き方の厚生労働省動画チャンネルにおける動画配信

②労働保険制度の質問に自動で応答するチャットボットサービス

③申告書の計算を行う際の参考となる「年度更新申告書計算支援ツール」

年度更新申告書審査業務の外部委託

年度更新申告書の審査業務について、民間業者に外部委託をしています。
以下の外部委託業者からお問い合わせをさせていただくことがありますの
ご了承ください。

〇審査担当事業者名：株式会社アセンサ
〇主な問い合わせ内容：申告書の記載内容の確認

一括有期事業のメリット制対象事業の労災保険率等

メリット制が適用される一括有期事業の年度更新申告については、一括有期
事業総括表作成に際し、「令和6年度メリット適用増減率」に基づいて計算
していただくようお願いします。昨年度に通知した『令和6年度労災保険率
決定通知書』をご確認ください。
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労働保険料の口座振替

労働保険料の納付は、金融機関において納付するほか、口座振替と電子
納付があります。口座振替は、金融機関の窓口に行く手間が解消され、
引き落としに最大２か月のゆとりができますので、ご活用ください。

※口座振替の詳細は、こちら

※留意点

局労働保険徴収室及び各労働基準監督署において、労働保険料
を納付する場合、お釣りの用意が無いため、納付金額にお釣りが
発生しないようご協力をお願いします。
伊勢崎庁舎では、保険料を領収していないため、金融機関での
納付をお願いします。

雇用環境・均等室



②令和７年度「業務改善助成金」のご案内

令和７年度の業務改善助成金についてのお知らせです。
令和７年度も引き続き助成金の受付がございますが、一部変更点がございます。

変
更
点

・申請期間と賃金引き上げ期間について、複数の期間を設定します。
・生産性要件を廃止し、引き上げ前の事業場の最低賃金額に応じて設定されて
いる助成率の区分が３段階から２段階となります。

・事業主単位での申請上限６００万円までとなります。
・大企業と密接な関係を有する企業（みなし大企業）は対象外となります。
・基準となる事業場内最低賃金労働者の雇用期間が、「３か月以上」から「６
か月以上」となります。

・事業完了期限が、2026年（令和８年）1月31日となります。

↓↓↓詳細は変更点をまとめたリーフレットをご確認ください

雇用環境・均等室

※令和６年度内（令和７年(2025年)3月31まで）にご申請いただいた場合は、本変更の適用対象外です。

（変更リーフレット）



雇用環境・均等室

制度概要

業務改善助成金は、生産性向上に資する設備投資等（機械設備、コンサルティン
グ導入や人材育成・教育訓練）を行うとともに、事業場内最低賃金を一定額（各
コースに定める金額）以上引き上げた場合、その設備投資などにかかった費用の一
部を助成するものです。

！ 注意
・事業場内最低賃金の引上げや設備投資等は、これから実施するものが助成の対象となります。
・労働者（従業員）の事業場内最低賃金を引き上げるための支援制度であるため、労働者（従
業員）がいない場合は助成の対象となりません。

対象事業者 ・中小企業・小規模事業者であること
・事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が５０円以内であること
・解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと
※現在、群馬県の最低賃金（地域別最低賃金）が９８５円であることから、事業場内
最低賃金が１，０３５円までの事業場が対象となります。

助成対象経費
助成対象となる経費は「生産性向上・労働能率増進
に資する設備投資等」です。具体例は、「生産性向
上のヒント集」や厚生労働省ホームページに掲載さ
れています。

（生産性向上のヒント集）

注意事項
・予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。
・交付決定前に助成対象設備の導入を行った場合は助成の対象となりません。
・同一事業場の申請は年度内１回までです。
・必ず最新の交付要綱・要領で助成要件をご確認ください。

お問い合わせ
業務改善助成金についてご不明な点等ございましたら、コールセンターまでお問い合わせください。

電話番号：0120-366-440（受付時間 平日 8:30～17:15）
申請先 業務改善助成金の申請・支給窓口は、群馬労働局雇用環境・均等室です。

〒371-8567 前橋市大手町2-3-1前橋地方合同庁舎８階 電話番号：027-896-4739

（業務改善助成金）



③その他「賃上げ」支援助成金のご案内

群馬労働局では、業務改善助成金のほかにも、様々な助成金を取り扱って
おり、事業主の皆様の賃上げを包括的に支援しています。各助成金の目的や
用途等を確認いただき、ぜひご活用ください。



＜群馬労働局の取組 トピックスコーナー＞

https://jsite.mhlw.go.jp/gunma-
roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/koyou_kintou/topics.html

トピックスのバックナンバーは
HPを見てね！
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上記の「賃上げ」支援助成金の詳細

厚生労働省賃金引き上げ特設ページ


